
厚生労働省「新型コロナウィルスに関するＱ＆Ａ（企業の方向け）より 

 

新型コロナウイルスの感染拡大を受け、日々新しく情報が更新されるなか、厚生労働省から 

企業向けの情報としてＱ＆Ａが発出されています。 

その中から、休業や賃金支給の扱いに関するものを中心に抜粋してご紹介します。 

 

＜就業禁止の措置＞ 

問： 労働安全衛生法第 68 条に基づく病者の就業禁止の措置を講ずる必要はありますか。 

２月１日付けで、新型コロナウイルス感染症が指定感染症として定められたことにより、労働者が新型コロナ 

ウイルスに感染していることが確認された場合は、感染症法に基づき、都道府県知事が該当する労働者に対して 

就業制限や入院の勧告等を行うことができることとなります。 

使用者におかれましても、感染症法に基づき都道府県知事より入院の勧告を受けた労働者については、入院に 

より就業できないことをご理解いただくとともに、都道府県知事により就業制限がかけられた労働者については 

会社に就業させないようにしてください。（後略） 

なお、感染症法により就業制限を行う場合は、感染症法によることとして、労働安全衛生法第 68 条に基づく 

病者の就業禁止の措置の対象とはしません 

 

 

＜感染が疑われるときの対応＞ 

問： 感染が疑われる方については、どのようにすればよいのでしょうか。 

風邪の症状や３７．５度以上の発熱が４日以上続く場合、強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある 

場合には、最寄りの保健所などに設置される「帰国者・接触者相談センター」にお問い合わせください。 

また、高齢者、糖尿病、心不全、呼吸器疾患（慢性閉塞性肺疾患など）の基礎疾患がある方や透析を受けている 

方、免疫抑制剤や抗がん剤などを用いている方で、これらの状態が２日程度続く場合は、帰国者・接触者相談 

センターに相談してください。（後略） 

 

 

＜時差通勤＞ 

問： 新型コロナウイルスへの感染を防ぐため、なるべく人混みを避けての通勤を考えています。時差通勤を導入 

するにはどうしたらよいのでしょうか。 

労働者及び使用者は、その合意により、始業、終業の時刻を変更することができますので、時差通勤の内容に 

ついて、労使で十分な協議をしていただきたいと思います。（後略） 

 

 

＜休業させる場合の留意点＞ 

問： 新型コロナウイルスに関連して労働者を休業させる場合、どのようなことに気をつければよいのでしょうか 

（前略）賃金の支払いの必要性の有無などについては、個別事案ごとに諸事情を総合的に勘案するべきですが、 

労働基準法第 26 条では、使用者の責に帰すべき事由による休業の場合には、使用者は、休業期間中の休業手当 

（平均賃金の 100 分の 60 以上）を支払わなければならないとされています。 

  

※不可抗力による休業の場合は、使用者の責に帰すべき事由に当たらず、使用者に休業手当の支払義務は 

ありません。ここでいう不可抗力とは、①その原因が事業の外部より発生した事故であること、②事業主が 

通常の経営者として最大の注意を尽くしてもなお避けることのできない事故であることの２つの要件を満たす 

ものでなければならないと解されています。例えば、自宅勤務などの方法により労働者を業務に従事させる 

ことが可能な場合において、これを十分検討するなど休業の回避について通常使用者として行うべき最善の 

努力を尽くしていないと認められた場合には、「使用者の責に帰すべき事由による休業」に該当する場合が 

あり、休業手当の支払が必要となることがあります。 

 

 

 

 

 

  

  

 

   

   

  

 

    

  

 

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

＜感染した方を休業させる場合＞ 

問： 労働者が新型コロナウイルスに感染したため休業させる場合、休業手当はどのようにすべきですか。 

新型コロナウイルスに感染しており、都道府県知事が行う就業制限により労働者が休業する場合は、一般的には 

「使用者の責に帰すべき事由による休業」に該当しないと考えられますので、休業手当を支払う必要はありません。 

なお、被用者保険に加入されている方であれば、要件を満たせば、各保険者から傷病手当金が支給されます。 

具体的には、療養のために労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した日から、直近 12 

カ月の平均の標準報酬日額の３分の２について、傷病手当金により補償されます。（後略） 

 

 

＜感染が疑われる方を休業させる場合＞ 

問： 新型コロナウイルスへの感染が疑われる方について、休業手当の支払いは必要ですか。 

（前略）「帰国者・接触者相談センター」の結果を踏まえても、職務の継続が可能である方について、使用者の 

自主的判断で休業させる場合には一般的に「使用者の責に帰すべき事由による休業」に当てはまり、休業手当を 

支払う必要があります。 

 

 

＜発熱などがある方の自主休業＞ 

問： 労働者が発熱などの症状があるため自主的に休んでいます。休業手当の支払いは必要ですか。 

会社を休んでいただくよう呼びかけをさせていただいているところですが、新型コロナウイルスかどうか分から 

ない時点で、発熱などの症状があるため労働者が自主的に休まれる場合は、通常の病欠と同様に取り扱って 

いただき、病気休暇制度を活用することなどが考えられます。 

一方、例えば発熱などの症状があることのみをもって一律に労働者に休んでいただく措置をとる場合のように、 

使用者の自主的な判断で休業させる場合は、一般的には「使用者の責に帰すべき事由による休業」に当てはまり、 

休業手当を支払う必要があります。 

 

 

＜事業の休止に伴う休業＞ 

問： 新型コロナウイルス感染症によって、事業の休止などを余儀なくされ、やむを得ず休業とする場合等に 

どのようなことに心がければよいのでしょうか。 

（前略）労働基準法第 26 条では、使用者の責に帰すべき事由による休業の場合には、使用者は、休業期間中の 

休業手当（平均賃金の 100 分の 60 以上）を支払わなければならないとされています。休業手当の支払いに 

ついて、不可抗力による休業の場合は、使用者に休業手当の支払義務はありません。 

具体的には、例えば、海外の取引先が新型コロナウイルス感染症を受け事業を休止したことに伴う事業の休止 

である場合には、当該取引先への依存の程度、他の代替手段の可能性、事業休止からの期間、使用者としての 

休業回避のための具体的努力等を総合的に勘案し、判断する必要があると考えられます。 

労働保険・社会保険の手続、給与計算の代行、労務コンサルのご相談はお気軽にご連絡ください！ 

 

労働保険事務組合 東洋労働保険協会  TEL：03-3221-2444 

社会保険労務士事務所 ﾄｰﾖｰﾚｲﾊﾞｰｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ http://www.toyoweb.com/index.html 

  

  

 

  

 

  

  

  

     


